
項　目

4.主任技術者、監
理技術者の設置に
ついて

様式29号(建設業
法施工規則第25条
関係)

第１回改定　（１／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.4-3】 新 【土木請負工事必携 P.4-3】

第２ 工事現場に掲げる標識 

  工事現場における標識の掲示が義務付けられています。（建設業法第40条） 

 

様式第29号（建設業法施行規則第25条関係） 

 建設業の許可を受けた建設業者が標識を建設工事の現場に掲げ

る場合 

     
  建 設 業 の 許 可 票  

  商 号 又 は 名 称   

  代 表 者 の 氏 名   

 主任技術者の氏名 専任の有無    

   資 格 名 資格者証交付番号    

  一般建設業又は特定建設業の別   

  許 可 を 受 け た 建 設 業   

  許 可 番 号         許可（  ）第  号  

  許 可 年 月 日   

     
     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通大臣 
知   事 

35cm以上 

2
5
c
m
以
上
 

第２ 工事現場に掲げる標識 

  工事現場における標識の掲示が義務付けられています。（建設業法第40条） 

 

様式第29号（建設業法施行規則第25条関係） 

 建設業の許可を受けた建設業者が標識を建設工事の現場に掲げ

る場合 

     
  建 設 業 の 許 可 票  

  商 号 又 は 名 称   

  代 表 者 の 氏 名   

 主任技術者の氏名 専任の有無    

   資 格 名 資格者証交付番号    

  一般建設業又は特定建設業の別   

  許 可 を 受 け た 建 設 業   

  許 可 番 号         許可（  ）第  号  

  許 可 年 月 日   

     
     

 

国土交通大臣 
知   事 

40cm以上 

4
0
c
m
以
上
 



項　目

第１回改定　（２／１７）

旧 【土木請負工事必携 目次 P.(2)】 新 【土木請負工事必携 目次 P.(2)】

5.提出書類の様式

目次
様式29-1、29-2の
根拠
「共通仕様書2-1-
1-4」を「共通仕
様書2-1-2-4」に
改定

共
通

仕
様

書
1-1-1-16

共
通

仕
様

書
1-1-1-16

契
約

書
15条

契
約

書
29条

契
約

書
29条

契
約

書
29条

契
約

書
29条

契
約

書
29条

共
通

仕
様

書
1-1-1-29

共
通

仕
様

書
1-1-1-29

共
通

仕
様

書
1-1-1-4

共
通

仕
様

書
1-1-1-17

共
通

仕
様

書
2-1-1-4

共
通

仕
様

書
2-1-1-4

共
通

仕
様

書
2-1-1-2

共
通

仕
様

書
2-1-1-1

共
通

仕
様

書
2-1-1-1

共
通

仕
様

書
1-1-1-2

共
通

仕
様

書
3-1-1-5

共
通

仕
様

書
1-1-1-2

天
災

そ
の

他
の

不
可

抗
力

に
よ

る
損

害
額

に
つ

い
て

(請
求

）
受

注
者

契
約

担
当

者
1

契
約

担
当

者
受

注
者

1

打
合
せ

の
都

度
　

７
日

以
内

契
約

担
当

者

22
工
事

災
害

確
認

書
契

約
担

当
者

受
注

者
1

銀
行

等

1

総
括

監
督

員
1

現
場

代
理

人

立
会

願

工
事

用
材

料
使

用
承

諾
書

保
証

契
約

内
容

変
更

承
認

書

土
木

工
事

承
諾

願

工
事

打
合

簿

受
注

者
契

約
担

当
者

1

受
注

者

承
認
時

現
場

代
理

人

現
場

代
理

人
総

括
監

督
員

現
場

代
理

人
契

約
担

当
者

現
場

代
理

人
契

約
担

当
者

5

事
故
発

生
後

速
や

か
に

工
事
完

了
時

1
182124

事
故

発
生

報
告

書
（

速
報

）

工
事

事
故

報
告

書

被
災

内
訳

書
及

び
内

容
確

認
書

1
2531

29-1

32

30-2

30-1

26 172728

支
給

品
受

払
簿

施
工

計
画

書

現
場

発
生

品
調

書

天
災

そ
の

他
の

不
可

抗
力

に
よ

る
損

害
額

に
つ

い
て

(通
知

）

使
用

材
料

確
認

願

支
給

品
精

算
書

工
事

災
害

通
知

書

宛名

29-3
県
内

産
品

未
使

用
理

由
書

29-2

提出部数

提出期限

根拠

現
場

代
理

人

現
場

代
理

人
総

括
監

督
員

1

現
場

代
理

人

工
事
着

手
前

に

工
事
完

了
時

総
括

監
督

員

No.
様

　
式

　
名

作成者

2 2

現
場

代
理

人
契

約
担

当
者

12
県

内
産

品
が

使
用

で
き

な
い

場
合

工
事
材

料
を

使
用

す
る

ま
で

に

工
事
材

料
を

使
用

す
る

ま
で

に

不
可
抗

力
に

よ
る

損
害

を
う

け
た

と
き
は

発
生

後
、
直

ち
に

現
場
発

生
品

引
渡

し
時

受
注
者

が
監

督
員

に
承

諾
を

求
め

る
と
き

総
括

監
督

員
2

受
注
者

が
監

督
員

に
使

用
材

料
に

つ
い
て

承
諾

を
求

め
る

と
き

1

監
督
員

が
指

示
す

る
期

日
ま

で
に

33

現
場

代
理

人

総
括

監
督

員

契
約

担
当

者

総
括

監
督

員

20

総
括

監
督

員

23

現
場

代
理

人

総
括

監
督

員
21

現
場

代
理

人

現
場

代
理

人

1

総
括

監
督

員

2

使
用

材
料

確
認

一
覧

表

19
貸
与

品
　

(支
給

品
)　

亡
失

き
損
報

告
書

現
場

代
理

人
契

約
担

当
者

共
通
仕
様
書

1-
1
-1
-1
6

共
通
仕
様
書

1-
1
-1
-1
6

契
約
書
1
5条

契
約
書
2
9条

契
約
書
2
9条

契
約
書
2
9条

契
約
書
2
9条

契
約
書
2
9条

共
通
仕
様
書

1-
1
-1
-2
9

共
通
仕
様
書

1-
1
-1
-2
9

共
通
仕
様
書

1
-
1-
1-
4

共
通
仕
様
書

1-
1
-1
-1
7

共
通
仕
様
書

2
-
1-
2-
4

共
通
仕
様
書

2
-
1-
2-
4

共
通
仕
様
書

2
-
1-
1-
2

共
通
仕
様
書

2
-
1-
1-
1

共
通
仕
様
書

2
-
1-
1-
1

共
通
仕
様
書

1
-
1-
1-
2

共
通
仕
様
書

3
-
1-
1-
5

共
通
仕
様
書

1
-
1-
1-
2

1
9

貸
与
品
　
(支

給
品
)　

亡
失
き
損
報
告
書

現
場
代

理
人

使
用
材
料
確
認
一
覧
表

契
約
担
当
者

1

総
括
監
督
員

2

現
場
代

理
人

総
括
監
督
員

21

現
場
代

理
人

現
場
代

理
人

契
約
担
当
者

総
括
監
督
員

2
0

総
括
監
督
員

2
3

監
督
員
が
指

示
す
る
期
日
ま
で
に

3
3

現
場
代

理
人

総
括
監
督
員

受
注
者
が
監

督
員
に
承
諾
を
求
め

る
と
き

総
括
監
督
員

2
受
注
者
が
監

督
員
に
使
用
材
料
に

つ
い
て
承
諾
を

求
め
る
と
き

12
県
内
産
品
が

使
用
で
き
な
い
場
合

工
事
材
料
を

使
用
す
る
ま
で
に

工
事
材
料
を

使
用
す
る
ま
で
に

不
可
抗
力
に

よ
る
損
害
を
う
け
た

と
き
は
発
生

後
、
直
ち
に

現
場
発
生
品

引
渡
し
時

2 2

現
場
代

理
人

契
約
担
当
者

1

N
o.

様
　
式

　
名

作成者

根拠

現
場
代

理
人

現
場
代

理
人

総
括
監
督
員

1

現
場
代

理
人

工
事
着
手
前

に

工
事
完
了
時

総
括
監
督
員

29
-3

県
内
産
品
未
使
用
理
由
書

29
-2

提出部数

提出期限

宛名

使
用
材
料
確
認
願

支
給
品
精
算
書

工
事
災
害
通
知
書

施
工
計
画
書

現
場
発
生
品
調
書

天
災
そ
の
他
の
不
可
抗
力

に
よ
る
損
害
額
に
つ

い
て

(
通
知
）

支
給
品
受
払
簿

2
7

2
8

1
7

2
5

3
1

29
-1

3
2

30
-2

30
-1

2
6

1
1
8

2
1

2
4

事
故
発
生
報
告
書
（
速
報

）

工
事
事
故
報
告
書

被
災
内
訳
書
及
び
内
容
確

認
書

1

現
場
代

理
人

契
約
担
当
者

現
場
代

理
人

契
約
担
当
者

5

事
故
発
生
後

速
や
か
に

工
事
完
了
時

受
注

者
契
約
担
当
者

1

受
注

者

承
認
時

現
場
代

理
人

現
場
代

理
人

総
括
監
督
員

立
会
願

工
事
用
材
料
使
用
承
諾
書

保
証
契
約
内
容
変
更
承
認

書

土
木
工
事
承
諾
願

工
事
打
合
簿

1

総
括
監
督
員

1

現
場
代

理
人

銀
行
等

打
合
せ
の
都

度
　
７
日
以
内

契
約
担

当
者

2
2

工
事
災
害
確
認
書

契
約
担

当
者

受
注
者

1

天
災
そ
の
他
の
不
可
抗
力

に
よ
る
損
害
額
に
つ

い
て

(
請
求
）

受
注

者
契
約
担
当
者

1

契
約
担

当
者

受
注
者

1



項　目

第１回改定　（３／１７）

旧 【土木請負工事必携 目次 P.(3)】 新 【土木請負工事必携 目次 P.(3)】

5.提出書類の様式

目次
様式 47の追加

共
通
仕

様
書

1-1-1-18
共
通
仕

様
書

3-1-1-5
共
通
仕

様
書

1-1-1-24
共
通
仕

様
書

3-1-1-14
共
通
仕

様
書

3-1-1-14
共
通
仕

様
書

3-1-1-7
共
通
仕

様
書

1-1-1-18
共
通
仕

様
書

1-1-1-36
共
通
仕

様
書

3-2-12-2
共
通
仕

様
書

3-1-1-8
契
約
書

33条

契
約
書

12条

契
約
書

12条

共
通
仕

様
書

1-1-1-20
共
通
仕

様
書

1-1-1-10
1

共
通
仕

様
書

1-1-1-10
1

共
通
仕

様
書

1-1-1-10
1

共
通
仕

様
書

1-1-1-10
　

　
〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃
（

B）

（
C）

（
D）

施
工
体

制
台
帳
（
様
式

例
-2）

　
下
請

負
人
に
関
す
る

事
項

施
工
体

制
台
帳
（
様
式

例
-3）

　
工
事

作
業
所
災
害
防

止
協
議
会
兼
施

工
体
系
図

施
工
体

制
台
帳
（
様
式

例
-4）

　
工
事

担
当
技
術
者

　
　
〃

　
　
〃

44
是
正
等

の
措
置
請
求
に

つ
い
て
(発

注
者
)

契
約
担
当
者

受
注
者

1 1
工

事
目
的
物
の
全

部
ま
た
は
一
部

を
使
用
す
る
と

き

42
品
質
証

明
書

受
注
者

総
括
監
督
員

1

43
○
○
○

○
工
事
の
部
分

使
用
に
つ
い
て

建
設
資

材
廃
棄
物
引
渡

完
了
報
告
書

現
場
代
理
人

1

作成者

宛名

提出部数

受
注

者
契
約
担
当
者

1

現
場
代
理
人

総
括
監
督
員

1

修
補
完

了
報
告
書

材
料
確

認
願

品
質
証

明
員
通
知
書

現
場
代
理
人

検
査
員

是
正
等

の
措
置
請
求
に

つ
い
て
(受

注
者
)

受
注
者
又
は

契
約
担
当
者

契
約
担

当
者

又
は
受

注
者

根拠

提出期限

No.
様
　
式
　
名

総
括
監
督
員

1

34
産
業
廃

棄
物
管
理
票
交

付
状
況
総
括
表

現
場
代
理
人

総
括
監
督
員

1

現
場
代
理
人

35
段
階
確

認
書

現
場
代
理
人

総
括
監
督
員

37-1
創
意
工

夫
・
社
会
性
等

に
関
す
る
実
施

状
況

1
工

事
完
了
時

36
工
事
履

行
報
告
書

37-2
創
意
工

夫
・
社
会
性
等

に
関
す
る
実
施

状
況

1
工

事
完
了
時

3940
休
日
作

業
届

（
A）

46 45 41

下
請
負
契
約
後
速

や
か
に

施
工
体

制
台
帳
（
様
式

例
-1）

　
施
工

体
制
台
帳

1

建
設
資
材
廃
棄
物

の
処
分
引
渡
し

完
了
し
た
と
き

現
場
代
理
人

総
括
監
督
員

1

工
事
完
了
時

総
括
監
督
員

1

受
注
者

総
括
監
督
員

1
官

公
庁
の
休
日
又

は
夜
間
に
、
現

道
上
で
工
事
を

行
う
場
合
、
事
前

に

受
注
者

38
総
括
監
督
員

1

共
通
仕
様
書

1-1-1-18
共
通
仕
様
書

3-1-1-5
共
通
仕
様
書

1-1-1-24
共
通
仕
様
書

3-1-1-14
共
通
仕
様
書

3-1-1-14
共
通
仕
様
書

3-1-1-7
共
通
仕
様
書

1-1-1-18
共
通
仕
様
書

1-1-1-36
共
通
仕
様
書

3-2-12-2
共
通
仕
様
書

3-1-1-8
契
約
書
33条

契
約
書
12条

契
約
書
12条

共
通
仕
様
書

1-1-1-20
共
通
仕
様
書

2-1-1-2
共
通
仕
様
書

1-1-1-10
1

共
通
仕
様
書

1-1-1-10
1

共
通
仕
様
書

1-1-1-10
1

共
通
仕
様
書

1-1-1-10

47
使

用
材
料
一
覧
表

現
場

代
理
人

総
括
監
督
員

1

　
　
〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃
（
B）

（
C）

（
D）

施
工
体
制
台
帳
（

様
式
例
-2）

　
下
請
負
人
に
関

す
る
事
項

施
工
体
制
台
帳
（

様
式
例
-3）

　
工
事
作
業
所
災

害
防
止
協
議
会
兼

施
工
体
系
図

施
工
体
制
台
帳
（

様
式
例
-4）

　
工
事
担
当
技
術

者

　
　
〃

　
　
〃

44
是

正
等
の
措
置
請

求
に
つ
い
て
(発

注
者
)

契
約

担
当
者

受
注
者

1 1
工
事
目
的
物

の
全
部
ま
た
は
一

部
を
使
用
す
る
と

き

42
品

質
証
明
書

受
注
者

総
括
監
督
員

1

43
○

○
○
○
工
事
の

部
分
使
用
に
つ
い

て

建
設
資
材
廃
棄
物

引
渡
完
了
報
告
書

現
場

代
理
人

1

作成者

宛名

提出部数

受
注
者

契
約
担
当
者

1

現
場

代
理
人

総
括
監
督
員

1

修
補
完
了
報
告
書

材
料
確
認
願

品
質
証
明
員
通
知

書

現
場

代
理
人

検
査
員

是
正
等
の
措
置
請

求
に
つ
い
て
(受

注
者
)

受
注
者

又
は

契
約
担

当
者

契
約
担
当

者
又
は
受
注

者

根拠

提出期限

No.
様
　
式
　
名

総
括
監
督
員

1

34
産

業
廃
棄
物
管
理

票
交
付
状
況
総
括

表
現
場

代
理
人

総
括
監
督
員

1

現
場

代
理
人

35
段

階
確
認
書

現
場

代
理
人

総
括
監
督
員

37-1
創

意
工
夫
・
社
会

性
等
に
関
す
る
実

施
状
況

1
工
事
完
了
時

36
工

事
履
行
報
告
書

37-2
創

意
工
夫
・
社
会

性
等
に
関
す
る
実

施
状
況

1
工
事
完
了
時

3940
休

日
作
業
届

（
A）

46 45 41

下
請
負
契
約

後
速
や
か
に

施
工
体
制
台
帳
（

様
式
例
-1）

　
施
工
体
制
台
帳

1

建
設
資
材
廃

棄
物
の
処
分
引
渡

し
完
了
し
た
と
き

現
場

代
理
人

総
括
監
督
員

1

工
事
完
了
時

総
括
監

督
員

1

受
注
者

総
括
監
督
員

1
官
公
庁
の
休

日
又
は
夜
間
に
、

現
道
上
で
工
事
を

行
う
場
合
、

事
前
に

受
注
者

38
総

括
監
督
員

1



項　目

第１回改定　（４／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-2】

5.提出書類の様式

様式１
3.下請負状況(全
ての下請負状況を
記載のこと。)
「一次」を追加。
許可業種
「種」を削除。

新 【土木請負工事必携 P.5-2】

２．現場代理人及び監理技術者等 

区分 番号 氏 名 生年月日 専任期間 国家資格名称 

現場代理人 ―  ・ ・ ：：  

監理技術者   ・ ・ ：：  

主任技術者 ―  ・ ・ ：：  

専門技術者 ―  ・ ・ ：：  

 

３．下請負状況（全ての下請負状況を記載のこと。） 

下 

 

 

請 

 

 

１ 

下  請  負 

業  者  名 

 建設業許可番号及び年月日 

所  在  地  大臣・知事：一般・特定 
   第      号 
      年 月 日 
許可業種       

代表者名 

      電話 

 

契 約 年 月 日        平成  年  月  日 

契 約 金 額                円 

契 約 工 期 平成  年  月  日～平成  年  月  日 

下請負させる部分

の工事概要 

 

下 

 

 

請 

 

 

２ 

下  請  負 

業  者  名 

 建設業許可番号及び年月日 

所  在  地  大臣・知事：一般・特定 
   第      号 
      年 月 日 
許可業種      種 

代表者名 

      電話 

 

契 約 年 月 日        平成  年  月  日 

契 約 金 額                円 

契 約 工 期 平成  年  月  日～平成  年  月  日 

下請負させる部分

の工事概要 

 

 

(注)ア．本通知書を提出する時点では、下請施工の合計額が3,000万円（但し、建築

工事は4,500万円）未満であってその後の事情変更により、3,000万円（但し、

建築工事は4,500万円）以上となった場合は、必ずこの様式により変更後の

全体下請状況を報告してください。 

イ．なお、下請工期等の変更があった場合も、変更後の状況を報告してくださ

い。（提出部数２） 

２．現場代理人及び監理技術者等 

区分 番号 氏 名 生年月日 専任期間 国家資格名称 

現場代理人 ―  ・ ・ ：：  

監理技術者   ・ ・ ：：  

主任技術者 ―  ・ ・ ：：  

専門技術者 ―  ・ ・ ：：  

 

３．下請負状況（全ての一次下請負状況を記載のこと。） 

下 

 

 

請 

 

 

１ 

下  請  負 

業  者  名 

 建設業許可番号及び年月日 

所  在  地  大臣・知事：一般・特定 
   第      号 
      年 月 日 
許可業種       

代表者名 

      電話 

 

契 約 年 月 日        平成  年  月  日 

契 約 金 額                円 

契 約 工 期 平成  年  月  日～平成  年  月  日 

下請負させる部分

の工事概要 

 

下 

 

 

請 

 

 

２ 

下  請  負 

業  者  名 

 建設業許可番号及び年月日 

所  在  地  大臣・知事：一般・特定 
   第      号 
      年 月 日 
許可業種       

代表者名 

      電話 

 

契 約 年 月 日        平成  年  月  日 

契 約 金 額                円 

契 約 工 期 平成  年  月  日～平成  年  月  日 

下請負させる部分

の工事概要 

 

 

(注)ア．本通知書を提出する時点では、下請施工の合計額が3,000万円（但し、建築

工事は4,500万円）未満であってその後の事情変更により、3,000万円（但し、

建築工事は4,500万円）以上となった場合は、必ずこの様式により変更後の

全体下請状況を報告してください。 

イ．なお、下請工期等の変更があった場合も、変更後の状況を報告してくださ

い。（提出部数２） 



項　目

様式８-2 様式８-2

様式９-2 様式９-2

様式16 様式16

5.提出書類の様式

様式16他、様式19
受注者（住所）、
（氏名）、（現場
代理人）の（）を
削除、及び「印」
を「㊞」に改定

5.提出書類の様式

様式9-2
発注社名を受注社
名に改定
(注)4
共通仮設費を
「共通仮設費」に
改定

5.提出書類の様式

様式8-2
(注)4
「共通仮設費を
「共通仮設費」に
改定

　※㊞については、様式16の他、様式11、13、19、20、22、23、24、35、43、
　　44、45、46を改定

第１回改定　（５／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-10、5-12、5-19】 新 【土木請負工事必携 P.5-10、5-12、5-19】

(注)「工事出来形報告書」作成上の注意事項 

 1 本報告書は、契約書第37条に基づく部分払いの請求を行う場合に、「請負工事既済部分検査請求書」とともに 

   監督員に提出すること。 

 2「基準日」は既済部分検査請求日と同じとし、同日現在の「契約数量」及び「出来形数量」について記載すること。 

 3「費目・工種・種別」は、金抜き設計書の工事費内訳書と整合させ、共通仮設費まで記載すること。 

 4「共通仮設費については、率分のみの場合は内訳の記載は不要とし、積み上げ分がある場合には内訳(種別)まで記載すること。 

 5「出来形数量比率」は、出来形数量÷契約数量で算出し、少数第4位以下を切り捨てること。 

   (１式計上されているものについては、別途積み上げ、出来形比率を算出すること。) 

(注)「工事出来形報告書」作成上の注意事項 

 1 本報告書は、契約書第37条に基づく部分払いの請求を行う場合に、「請負工事既済部分検査請求書」とともに 

   監督員に提出すること。 

 2「基準日」は既済部分検査請求日と同じとし、同日現在の「契約数量」及び「出来形数量」について記載すること。 

 3「費目・工種・種別」は、金抜き設計書の工事費内訳書と整合させ、共通仮設費まで記載すること。 

 4「共通仮設費」については、率分のみの場合は内訳の記載は不要とし、積み上げ分がある場合には内訳(種別)まで記載すること。

 5「出来形数量比率」は、出来形数量÷契約数量で算出し、少数第4位以下を切り捨てること。 

   (１式計上されているものについては、別途積み上げ、出来形比率を算出すること。) 

(注)「出来形確認部分通知表」作成上の注意事項 

 1 本通知表は、契約書第37条第3項に基づく既済部分の検査により確認した出来形数量について作成し、「既済 

部分確認通知書」に添付して発注者に通知するものとする。 

 2「基準日」は既済部分検査請求日と同じとし、同日現在の「契約数量」及び「出来形数量」について記載すること。 

 3「費目・工種・種別」は、金抜き設計書の工事費内訳書と整合させ、共通仮設費まで記載すること。 

 4 ｢共通仮設費」については、率分のみの場合は内訳の記載は不要とし、積み上げ分がある場合には内訳(種別)まで記載すること。

 5「出来形数量比率」は、出来形数量÷契約数量で算出し、少数第4位以下を切り捨てること。 

   (１式計上されているものについては、別途積み上げ、出来形比率を算出すること。) 

(注)「出来形確認部分通知表」作成上の注意事項 

 1 本通知表は、契約書第37条第3項に基づく既済部分の検査により確認した出来形数量について作成し、「既済 

部分確認通知書」に添付して発注者に通知するものとする。 

 2「基準日」は既済部分検査請求日と同じとし、同日現在の「契約数量」及び「出来形数量」について記載すること。 

 3「費目・工種・種別」は、金抜き設計書の工事費内訳書と整合させ、共通仮設費まで記載すること。 

 4 共通仮設費については、率分のみの場合は内訳の記載は不要とし、積み上げ分がある場合には内訳(種別)まで記載すること。 

 5「出来形数量比率」は、出来形数量÷契約数量で算出し、少数第4位以下を切り捨てること。 

   (１式計上されているものについては、別途積み上げ、出来形比率を算出すること。) 

 
出 来 形 確 認 部 分 内 訳 書 

工事番号：              
工 事 名 ：               検 査 日 ：平成  年  月  日   

受注者名：               基 準 日 ：平成  年  月  日現在 

発 注 者 作 成  
出 来 形 確 認 部 分 内 訳 書 

工事番号：              
工 事 名 ：               検 査 日 ：平成  年  月  日   

発注者名：               基 準 日 ：平成  年  月  日現在 

発 注 者 作 成 

兵庫県契約担当者 

              様           平成   年   月  日 

 

                受注者（住所） 

                    (氏名） 

              （現場代理人氏名）                 印 

兵庫県契約担当者 

           様 

平成  年  月  日 

受 注 者 
住 所  

氏 名  

現場代理人 氏 名          ㊞ 

 



項　目
5.提出書類の様式

様式20他、様式
43、44、45,46
「殿」を「様」に
改定

5.提出書類の様式

様式23
下記の項目番号を
「１」から「１～
５」に改定

第１回改定　（６／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-23、5-26】 新 【土木請負工事必携 P.5-23、5-26】

様式 20 

 

平成 年 月 日

兵庫県契約担当者 

               様 

 

受注者名            ㊞

 

様式 20 

 

平成 年 月 日

兵庫県契約担当者 

               殿 

 

受注者名            印

 

様式 23 

 

平成 年 月 日

 

兵庫県契約担当者 

            様 

 

受注者名            ㊞

 

 

天災その他の不可抗力による損害額について(請求) 
 

 

標記について、工事請負契約書第29条第3項に基づき、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１．工 事 名 

 

２．損 害 合 計 額   ￥ 

 

３．災害発生年月日 

 

４．支 払 条 件 

 

５．工 期   自           至 

様式 23 

 

平成 年 月 日

 

兵庫県契約担当者 

            様 

 

受注者名            印

 

 

天災その他の不可抗力による損害額について(請求) 
 

 

標記について、工事請負契約書第29条第3項に基づき、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１．工 事 名 

 

１．損 害 合 計 額   ￥ 

 

１．災害発生年月日 

 

１．支 払 条 件 

 

１．工 期   自           至 



項　目 新 【土木請負工事必携 P.5-30】

5.提出書類の様式

様式27
決裁枠を追加。
６ 「施工管理担
当者」を削除

旧 【土木請負工事必携 P.5-30】

第１回改定　（７／１７）

様式 27 

            平成  年  月  日 

総括監督員 

               様 

 

受 注 者 
住 所 

氏 名 

現場代理人 氏 名            ◯印  

 

 

１ 工 事 番 号 

２ 工 事 名        

３ 路線・河川名等 

４ 工 事 場 所 

５ 請 負 代 金 額        

６ 施工管理担当者 

 

 平成  年  月  日請負契約を締結しました上記工事について施工計画書を

提出します。 

 

施 工 計 画 書        
(１) 工事概要  (９) 安全管理  

(２) 計画工程表  (10) 緊急時の体制及び対応  

(３) 現場組織表  (11) 交通管理  

(４) 指定機械  (12) 環境対策  

(５) 主要船舶・機械   (13) 現場作業環境の整備  

(６) 主要資材  (14) 再生資源の利用の促進と 

建設副産物の適正処理方法 

 

(７) 施工方法  

(８) 施工管理計画  (15) その他  

注（提出した事項に○印） 

様式 27 

             

 

 

 

 

平成  年  月  日 

総括監督員 

               様 

 

受 注 者 
住 所 

氏 名 

現場代理人 氏 名            ㊞ 

 

１ 工 事 番 号 

２ 工 事 名        

３ 路線・河川名等 

４ 工 事 場 所 

５ 請 負 代 金 額        

 

 平成  年  月  日請負契約を締結しました上記工事について施工計画書を

提出します。 

 

施 工 計 画 書        
(１) 工事概要  (９) 安全管理  

(２) 計画工程表  (10) 緊急時の体制及び対応  

(３) 現場組織表  (11) 交通管理  

(４) 指定機械  (12) 環境対策  

(５) 主要船舶・機械   (13) 現場作業環境の整備  

(６) 主要資材  (14) 再生資源の利用の促進と 

建設副産物の適正処理方法 

 

(７) 施工方法  

(８) 施工管理計画  (15) その他  

注（提出した事項に○印） 

総 括 

監督員 

 主 任 

監督員 

現 場 

技術員 

    



項　目 旧 【土木請負工事必携 P.5-34】 新 【土木請負工事必携 P.5-34】

5.提出書類の様式

様式29-2、30-2
注１）、注２）を
改定

第１回改定　（８／１７）

様式 29-2 

 

 

 No.
使用する

材料の名称
材料の規格等

材料の

JIS規

格の有

無（有

りの場

合○）

工場のJIS表示

認定（認証）の

有無（有りの場

合○及び番号）

主要

資材

（該

当す

る場

合

○）

県内

産品

（使

用の

場合

○）

製造会社名ま

たは工場名、

所在地（また

は土取場名）

県内

本店

（使

用の

場合

○）

※１

 購入社名、所在地　※2
附属資料

の名称

県内

産品

未使

用の

場合

○

※3

　　

使用材料確認一覧表

※1　県内産品の調達が困難な場合で県内に本店や営業所等を有する取扱業者から調達した場合に記入する。

※2　材料の納入業者名が、製造会社名と異なる場合に記入する。

※3　県内産品を未使用の場合は、「県内産品未使用理由書(県内産品使用促進の取組要領(別表2))」の添付が必要。

注1）契約金額が250万円未満の工事及び緊急的に実施する工事、総価契約単価取決方式工事は「主要資材」

　　「県内産品」「県内本店」「購入社名、所在地名」「県内産品未使用の場合」　欄の記入は不要。

注2）受注者は、工事完成時に使用材料一覧表(別表1)として提出した全ての電子データを監督員に提出する。

様式 29-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.
使用する

材料の名称
材料の規格等

材料の

JIS規

格の有

無（有

りの場

合○）

工場のJIS表示

認定（認証）の

有無（有りの場

合○及び番号）

主要

資材

（該

当す

る場

合

○）

県内

産品

（使

用の

場合

○）

製造会社名ま

たは工場名、

所在地（また

は土取場名）

県内

本店

（使

用の

場合

○）

※１

 購入社名、所在地　※2
附属資料

の名称

県内

産品

未使

用の

場合

○

※3

※3　県内産品を未使用の場合は、「県内産品未使用理由書(県内産品使用促進の

　　 取組要領(別表2))」の添付が必要。

注2）契約金額が250万円以上の工事について、本様式は、監督員から配布される電子データにより作成する。

　　 請負者は、工事完成時に工事用材料使用承諾書(別表1)として提出した全ての電子データを監督員に提出する。

※1　県内産品の調達が困難な場合で県内に本店や営業所等を有する

　　 取扱業者から調達した場合に記入する。

※2　材料の納入業者名が、製造会社名と異なる場合に記入する。

注1）契約金額が250万円未満の工事及び緊急的に実施する工事、単価契約工事は「主要資材」「県内産品」「県内本店」「購入社名、所在地名」「県内産品未使用の場合」

　　 欄の記入は不要。

使用材料確認一覧表



項　目 旧 【土木請負工事必携 P.5-35】 新 【土木請負工事必携 P.5-35】

5.提出書類の様式

様式29-3
イ.「請負者」を
「受注者」に改定

第１回改定　（９／１７）

様式 29-3 

 

 

 

 
一覧表

No.
使用する材料の名称 材料の規格等

未使

用の

理由

記号

※1

付属資料

の名称
具体的な理由　※２

　　ウ．その他

県内産品未使用理由書

　※1　未使用理由書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※2　未使用理由「ウ」に該当する場合のみ記入

　　ア．県内の本店又は営業所等を有するものから調達できない場合

　　イ．受注者により提出される「県内に本店又は営業所等を有する取扱業者の県内産品納入価格」と「設計単価」との価格差が大きい場合

（別表２）

一覧表

No.
使用する材料の名称 材料の規格等

未使

用の

理由

記号

※1

付属資料

の名称
具体的な理由　※２

県内産品未使用理由書

様式　29-3

　※1　未使用理由書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※2　未使用理由「ウ」に該当する場合のみ記入

　　ア．県内の本店又は営業所等を有するものから調達できない場合

　　イ．請負者により提出される「県内に本店又は営業所等を有する取扱業者の県内産品納入価格」と「設計単価」との価格差が大きい場合

　　ウ．その他



項　目

5.提出書類の様式

様式35
「土木工事共通仕
様書3-1-1-6第6項
条」を「土木工事
共通仕様書3-1-1-
5第6項」に改定
「請負者名」を
「受注者名」に改
定

第１回改定　（１０／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-42】 新 【土木請負工事必携 P.5-42】

様式 35 

総 括 

監督員 

主 任 

監督員 

  

 

段 階 確 認 書 

施 工 予 定 表 

  平成  年  月  日 

 土木工事共通仕様書3-1-1-5第6項に基づき、下記のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。  

 
工事名 

受 注 者 名：   

 現場代理人名等： ㊞  

     

  

種 別 細 別 確認時期項目 施工予定時期 記  事 

     

     

     

     

     

     

     

     

       
 

平成  年  月  日 

通  知  書 
       

下記種別について、段階確認を行う予定であるので通知する。 

 主任監督員： ㊞  

       
 確認種別 確認細別 確認時期項目 確認時期予定日 確認実施日等  

       

       

       

       

       

       

       
 

平成  年  月  日 

確  認  書 

上記について、段階確認を実施し確認した。 

 主任監督員： ㊞  

 

様式 35 

総 括 

監督員 

主 任 

監督員 

  

 

段 階 確 認 書 

施 工 予 定 表 

  平成  年  月  日  

 土木工事共通仕様書3-1-1-6第6項条に基づき、下記のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。  

 
工事名 

請負業者名：   

 現場代理人名等： 印  

     

  

種 別 細 別 確認時期項目 施工予定時期 記  事 

     

     

     

     

     

     

     

     

       
 

平成  年  月  日  

通  知  書 
       

下記種別について、段階確認を行う予定であるので通知する。 

 主任監督員： 印  

       
 確認種別 確認細別 確認時期項目 確認時期予定日 確認実施日等  

       

       

       

       

       

       

       
 

平成  年  月  日  

確  認  書 

上記について、段階確認を実施し確認した。 

 主任監督員： 印  

 



項　目

第１回改定　（１１／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-48】 新 【土木請負工事必携 P.5-48】

5.提出書類の様式

様式40
「現場技術者」を
「現場技術員」に
改定

様式 40 

総括監督員  主任監督員 現場技術員 

    

 

 

 

平成  年  月  日 

 

総括監督員 

         様 

 

受注社名 
住所  

氏名  

現場代理人 氏名  ㊞ 

 

休日作業届 
 

１．工 事 番 号 

２．工 事 名 

３．路線河川等 

４．工 事 場 所 

５．請 負 代 金 

 

記 

 

作 業 日   平成  年  月  日 

工 種  

作 業 内 容  

備 考  

特 記 事 項 

 

様式 40 

総括監督員  主任監督員 現場技術者 

    

 

 

 

平成  年  月  日 

 

総括監督員 

         様 

 

受注社名 
住所  

氏名  

現場代理人 氏名  ㊞ 

 

休日作業届 
 

１．工 事 番 号 

２．工 事 名 

３．路線河川等 

４．工 事 場 所 

５．請 負 代 金 

 

記 

 

作 業 日   平成  年  月  日 

工 種  

作 業 内 容  

備 考  

特 記 事 項 

 



項　目

第１回改定　（１２／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-51】 新 【土木請負工事必携 P.5-51】

5.提出書類の様式

様式43
「契約担当者」を
「兵庫県契約担当
者」に改定
「〇協議」、「〇
承諾」を「協
議」、「承諾」に
改定

　※兵庫県契約担当者については、様式43の他、様式45を改定

様式 43 

平成  年  月  日 

（受注者名）又は兵庫県契約担当者（受信者） 

            様 

 

兵庫県契約担当者又は（受注者名）（発信者） 

                                    ㊞ 

 

工事の部分使用について 
協議 

承諾 

 

標記について、下記のとおり部分使用することを、工事請負契約書第33条第1項 

に基づき（ 協議 ・ 承諾 ）する。 

 

 

記 

 

 

１．使用目的 

 

 

２．使用部分 

 

 

３．使用期間  自 

        至 

 

４．使 用 者 

 

 

５．そ の 他 

様式 43 

平成  年  月  日 

（受注者名）又は契約担当者（受信者） 

            殿 

 

契約担当者又は（受注者名）（発信者） 

                                    印 

 

工事の部分使用について 
〇協議 

〇承諾 

 

標記について、下記のとおり部分使用することを、工事請負契約書第33条第1項 

に基づき（ 〇協議 ・ 〇承諾 ）する。 

 

 

記 

 

 

１．使用目的 

 

 

２．使用部分 

 

 

３．使用期間  自 

        至 

 

４．使 用 者 

 

 

５．そ の 他 

 



項　目

第１回改定　（１３／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-52】 新 【土木請負工事必携 P.5-52】

5.提出書類の様式

様式44他、様式45
「契約担当者」を
「兵庫県契約担当
者」に改定
「付け」を「平成
年　月　日付け」
に改定

様式 44 

平成  年  月  日

 

受注者名         様 

 

兵庫県契約担当者   

         ㊞

 

 

是正等の措置請求について（発注者） 
 

 

平成  年  月  日付けをもって請負契約を締結した次の工事について、工事 

請負契約書第12条第（ ）項に基づき、下記のとおり是正等の措置を請求する。 

 

 

工事名 

 

 

記 

 

１．不適当と認められる者 

 

 

２．必要とする処置 

 

 

３．理由 

 

様式 44 

平成  年  月  日

 

受注者名         殿 

 

契約担当者   

         印

 

 

是正等の措置請求について（発注者） 
 

 

付けをもって請負契約を締結した次の工事について、工事 

請負契約書第12条第（ ）項に基づき、下記のとおり是正等の措置を請求する。 

 

 

工事名 

 

 

記 

 

１．不適当と認められる者 

 

 

２．必要とする処置 

 

 

３．理由 

 



項　目

第１回改定　（１４／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-54】 新 【土木請負工事必携 P.5-54-1】

5.提出書類の様式

様式46
「検査官」を「検
査員」に改定

様式 46 

 

平成  年  月  日 

 

検査員        様 

 

（現場代理人氏名）         ㊞ 

 

 

平成  年  月  日の             検査において、修補指示 

されました部分につきましては、下記のとおり完了しましたので報告します。 

 

 

修補完了報告書 
 

 

工 事 名  

 検査員の修補指示箇所及び修補内容 

 

様式 46 

 

平成  年  月  日 

 

検査員        殿 

 

（現場代理人氏名）         印 

 

 

平成  年  月  日の             検査において、修補指示 

されました部分につきましては、下記のとおり完了しましたので報告します。 

 

 

修補完了報告書 
 

 

工 事 名  

 検査官の修補指示箇所及び修補内容 

 



項　目

第１回改定　（１５／１７）

旧 【土木請負工事必携】 新 【土木請負工事必携 P.5-54-2】

5.提出書類の様式

様式 47
使用材料一覧表を
追加

様式 47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.
使用する

材料の名称
材料の規格等

材料の

JIS規

格の有

無（有

りの場

合○）

工場のJIS表示

認定（認証）の

有無（有りの場

合○及び番号）

主要

資材

（該

当す

る場

合

○）

県内

産品

（使

用の

場合

○）

製造会社名ま

たは工場名、

所在地（また

は土取場名）

使用

材料

確認

願を

提出

の場

合○

土木

工事

承諾

書を

提出

の場

合○

県内

本店

（使

用の

場合

○）

※１

 購入社名、所在地　※2

県内

産品

未使

用の

場合

○

※3

　　「県内産品」「県内本店」「購入社名、所在地名」「県内産品未使用の場合」　欄の記入は不要。

注2）受注者は、工事完成時に使用材料一覧表(別表1)として提出した全ての電子データを監督員に提出する。

　　

注1）契約金額が250万円未満の工事及び緊急的に実施する工事、総価契約単価取決方式工事は「主要資材」

（別表１）

使用材料一覧表

※1　県内産品の調達が困難な場合で県内に本店や営業所等を有する取扱業者から調達した場合に記入する。

※2　材料の納入業者名が、製造会社名と異なる場合に記入する。

※3　県内産品を未使用の場合は、「県内産品未使用理由書(県内産品使用促進の取組要領(別表2))」の添付が必要。



項　目

第１回改定　（１６／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-55】 新 【土木請負工事必携 P.5-55】

5.提出書類の様式

様式(A)
主任技術者名の追
加
外国人建設就労者
の従事の有無及び
外国人技能実習生
の従事の有無の追
加

(A) 

年月日： 

施 工 体 制 台 帳 

[会 社 名 ]                          
[事業所名]                         

 

建設業の 

許 可 

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日 

工事業 

大臣 特定 
第       号 

 

知事 一般 

工事業 

大臣 特定 
第       号 

 

知事 一般 

 

工事名称 

及び 

工事内容 

 

発注者名 

及び 

住 所 

〒 

工  期 
自    年   月   日 

契約日     年   月   日 
至    年   月   日 

 

契 約 

営業所 

区分 名   称 住   所 

元請契約   

下請契約   

 

健康保険等

の加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 加入  未加入 加入  未加入 

適用除外 適用除外 適用除外 

事業所 

整理記号 

等 

区 分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

元請契約     

下請契約     

 

発注者の 
監督員名 

 
権限及び意見
申出方法 

 

 

監督員名 
 権限及び意見

申出方法 
 

現  場 
代理人名 

 権限及び意見
申出方法 

 

監理技術者名 
主任技術者名 

専 任  
資格内容 

 
非専任 

専 門 
技術者名 

 専 門 
技術者名 

 

 資格内容   資格内容  

 担 当 
工事内容 

 
 

 
担 当 

工事内容 
 

 

外国人建設就労者 
の従事の状況（有無） 

有     無 
外国人技能実習生の 
従事の状況（有無） 

有     無 

 
１．外国人技能実習生が当該建設工事に従事する場合は「有」従事する予定が無い場合は「無」を〇で囲む。 
２．外国人建設就労者が建設工事に従事する場合は「有」従事する予定が無い場合は「無」を〇で囲む。 

(A) 

年月日： 

施 工 体 制 台 帳 

[会 社 名 ]                          
[事業所名]                         

 

建設業の 

許 可 

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日 

工事業 

大臣 特定 
第       号 

 

知事 一般 

工事業 

大臣 特定 
第       号 

 

知事 一般 

 

工事名称 

及び 

工事内容 

 

発注者名 

及び 

住 所 

〒 

工  期 
自    年   月   日 

契約日     年   月   日 
至    年   月   日 

 

契 約 

営業所 

区分 名   称 住   所 

元請契約   

下請契約   

 

健康保険等

の加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 加入  未加入 加入  未加入 

適用除外 適用除外 適用除外 

事業所 

整理記号 

等 

区 分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

元請契約     

下請契約     

 

発注者の 
監督員名 

 
権限及び意見

申出方法 
 

 

監督員名 
 権限及び意見

申出方法 
 

現  場 
代理人名 

 権限及び意見
申出方法 

 

監  理 
技術者名 

専任  
資格内容 

 
非専任 

専 門 
技術者名 

 専 門 
技術者名 

 

 資格内容   資格内容  

 担 当 
工事内容 

 
 

 
担 当 

工事内容 
 

 



項　目

第１回改定　（１７／１７）

旧 【土木請負工事必携 P.5-57】 新 【土木請負工事必携 P.5-57】

5.提出書類の様式

様式(B)
外国人建設就労者
の従事の有無及び
外国人技能実習生
の従事の有無の追
加

１．外国人技能実習生が当該建設工事に従事する場合は「有」従事する予定が無い場合は「無」を〇で囲む。

２．外国人建設就労者が建設工事に従事する場合は「有」従事する予定が無い場合 は「無」を〇で囲む。

(B) 

<<下請負人に関する事項>> 

会社名 
 

代表者名 
 

住  所 
電話番号 

〒 

（TEL    －    －     ） 

工事名称 
及び 

工事内容 

 

工 期 
自    年   月   日 

契約日    年    月    日 
至    年   月   日 

 

建設業の 

許 可 

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日 

工事業 

大臣 特定 
第      号 年  月  日 

知事 一般 

工事業 

大臣 特定 
第      号 年  月  日 

知事 一般 

 

健康保険 

等の加入 

状況 

保険加入 

の有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 加入  未加入 加入  未加入 

適用除外 適用除外 適用除外 

事業所 

整理番号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

 

現場代理人名  

 

安全衛生責任者名  

 
権限及び 

意見申出方法 
 安全衛生推進者名 

 

※主任技術者名 
専 任 

 雇用管理責任者名 
 

非専任 

 資 格 内 容  ※専門技術者名  

  資格内容  

  担当工事内容  

       

外国人建設就労者 

の従事の状況（有無） 
有     無 

外国人技能実習生の 

従事の状況（有無） 
有     無 

 

(B) 

<<下請負人に関する事項>> 

会社名 
 

代表者名 
 

住  所 
電話番号 

〒 

（TEL    －    －     ） 

工事名称 
及び 

工事内容 

 

工 期 
自    年   月   日 

契約日    年    月    日 
至    年   月   日 

 

建設業の 

許 可 

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日 

工事業 

大臣 特定 
第      号 年  月  日 

知事 一般 

工事業 

大臣 特定 
第      号 年  月  日 

知事 一般 

 

健康保険 

等の加入 

状況 

保険加入 

の有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 加入  未加入 加入  未加入 

適用除外 適用除外 適用除外 

事業所 

整理番号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

 

現場代理人名  

 

安全衛生責任者名  

 
権限及び 

意見申出方法 
 安全衛生推進者名 

 

※主任技術者名 
専 任 

 雇用管理責任者名 
 

非専任 

 資 格 内 容  ※専門技術者名  

  資格内容  

  担当工事内容  

       


